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内 容

  １．厚生労働省・こども家庭庁の各種会議・事業への参画状況

２．意思決定支援ガイドライン第2判について

３．社会福祉法等の一部を改正する法律について

  ４．民法等の一部を改正する法律について

  ５．障害福祉サービスの質の確保について  

  ６．障害者の地域生活支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に係る検討会に
ついて

  ７．社会福祉施設職員等退職手当共済制度の在り方に関する検討会について

  ８.カスタマーハラスメント防止対策について
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１．厚生労働省・こども家庭庁の各種会議・事業への
       参画状況
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【内 閣 府】

1 障害者政策委員会 北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 理事）

【厚生労働省】

2 社会保障審議会 障害者部会

樋口 幸雄 （日本知的障害者福祉協会 会長）3 社会保障審議会 福祉部会

4 障害者の地域生活支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に係る検討会

5 社会福祉施設職員等退職手当共済制度の在り方に関する検討会 榎本 博文（日本知的障害者福祉協会 副会長）

6 障害福祉分野における人材確保・生産性向上に関する検討会 浅見 秀俊（社会福祉法人清心会）

厚生労働省・こども家庭庁の各種会議・事業への参画状況（令和8年度）

【障害者総合福祉推進事業】（厚生労働省）

9
障害福祉分野における情報連携の円滑化及び手続負担軽減に関する調査研究事業
（株式会社最中屋）

久木元 司（社会福祉法人制度検討委員会 委員長）

10
意思決定支援ガイドラインを活用した研修資料等の作成に関する研究
（PwCコンサルティング合同会社）

大垣 勲男（日本知的障害者福祉協会 副会長）

11
就労系障害福祉サービスにおける適正な支給決定等に関する調査研究
（株式会社インサイト）

志賀 正幸（日本知的障害者福祉協会 理事）

12
障害福祉分野における自然災害の業務継続に関する調査研究
（MS&ADインターリスク総研株式会社）

榎本 博文（日本知的障害者福祉協会 副会長）

【その他】

13
社会福祉法人の事業譲渡等のあり方に関する調査研究事業
（PwCコンサルティング合同会社）

久木元 司 （社会福祉法人制度検討委員会 委員長）

14
発達の多様性や生活状況等を踏まえた支援の強化に向けた実態調査・分析等
(NTTデータ経営研究所）

北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 理事）

【こども家庭庁】

7 こども家庭審議会 障害児支援部会
北川 聡子（日本知的障害者福祉協会 理事）

8 インクルージョン推進に向けた関係者懇談会
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２．意思決定支援ガイドライン（第2版）について
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３．社会福祉法等の一部を改正する法律について
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４．民法等の一部を改正する法律について
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５．障害福祉サービスの質の確保について
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（１）障害福祉分野における運営指導・監査の強化について
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（２）障害福祉サービス事業者等の指定ガイドラインについて
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障害児支援における人材育成に関する検討会報告書～概要 ～③

障害児支援における人材育成に関する検討会報告書 ～概要③～

研修体系の全体像

受講期間
（最長）

●入職後～半年程度まで ●基礎・実践研修（Ⅰ）修了後～３年目程度まで ●特に定めなし

実施時間
（目安）

約７時間程度

７科目

約2 2 時間程度

2 2 科目

約３７～４３時間程度

1 9 科目＋演習２日間×２

約３２～４０時間程度

1２科目＋演習２日間×２

※障害児支援基礎・実践研修（Ⅰ）、（Ⅱ）は、1科目約6 0 分での実施を想定した場合

※障害児支援リーダー研修、コア人材研修は、1 科目約6 0 分、演習を9 0 分～ 1 2 0 分での実施を想定した場合
それぞれの役割等に応じた任意受講

研
修
の
階
層

職種や実務経験問わず全ての支援者が受講

障害児支援
基礎・実践研修（Ⅰ）

対象者像 主に本人支援を中心とした役割を担う者 事業所において中心的な役割を担う者 地域において中心的な役割を担う者

実施主体 事業者 都道府県・指定都市

実
施
イ
メ
ー
ジ

一科目（講義前＋講義＋講義後の取組）あたり約6 0 分～ 9 0 分程度での実施時間を想定 【事業所】 【対面研修】 【対面研修※】
※ 一科目を同日で行う場合や各取組・講義を複数日に分けて行う等、事業所等の実情に応じて実施

全国共通

講 義
（動 画）

具体的取組については、標準カリキュラム等の内容 も踏
まえながら、地域の実情に応じた創意工夫の下で、都道府
県等が主体的に検討

演 習 演 習

※対面研修の間を一定期間あけて実施

全国共通

講義前の取組
講 義

講義後の取組
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（３）共同生活援助の管理者の資格要件について
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６．障害者の地域生活支援も踏まえた
障害者支援施設の在り方に係る検討会について
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「障害者支援施設に求められる役割・機能、あるべき姿について」
本会としての主な意見内容（抜粋）①

①生活の様々な場面における自己実現に向けた本人の意思・希望の尊重

・ 可能な限り生活のあらゆる場面で体験や経験の機会を確保するとともに、意思決定支援の

取り組みの更なる促進をする。

②居室（個室、ユニットケア等）、定員（小規模化等）や生活環境、日中活動の状況

    （敷地外での活動等）、重度化・高齢化への対応、看取りへの対応

・ 新設・建て替え・大規模修繕を行う場合には原則として個室とする。

・ 生活単位の小規模化やユニットケアなどを推進する。

・ 障害者支援施設の小規模化や生活環境の向上を目的として「サテライト施設」を創設する。

・ 住まいの場と日中活動支援の在り方については、意思決定支援に基づく選択肢の一つとして、

昼夜分離の観点から、住まいの場と異なる場所での日中サービスの提供を推進する。

・ 重度化・高齢化への対応としては、高齢による機能低下に対する予防ケアの提供や重度重複

障害のある方への医療的ケア等が十分に提供できるような仕組みとする。

・ 利用者の暮らしの質（QOL）を重視し、生活介護等を利用しない日については一定の要件の

もとで移動支援や行動援護の利用可とする。

・ 住み慣れた場所で最期を迎えたいというニーズにこたえるためには看取りの支援も必要不

可欠であり、訪問看護や訪問診療等の柔軟に活用できるようにする。
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「障害者支援施設に求められる役割・機能、あるべき姿について」
本会としての主な意見内容（抜粋）②

③強度行動障害を有する者や医療的ケアが必要な者等への専門的な支援、

    専門性の地域への還元

・ 障害者支援施設が中心となって地域の事業所等に対し経験豊富な支援者によるスーパーバ

イズを行うことで、強度行動障害者や医療的ケアが必要な者等への専門的な支援についての

より専門的な知識やスキルを共有する。

④重度・重複障害のある方を含む地域移行を進めるための取り組み

・ どこで暮らしていても本人が地域の一員として生活していると感じられることが重要であり、

より一般家庭に近い環境とすることが求められる。

・ どんなに重い障害のある方であっても本人の望む暮らしが実現できるよう、本人の意思を確

認し、適切な「居住選択支援」を実施することが望まれる。

・ 地域における基盤整備（重度の方でも安心して利用できるグループホーム、専門性を持った

十分な人数のヘルパー、緊急時にバックアップできる体制の整備等）が必要不可欠である。
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障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針

（第8期障害福祉計画及び第4期障害児福祉計画を定めるにあたっての基本指針） 【抜粋】

加えて、障害者の地域生活支援も踏まえた障害者支援施設の在り方に係る検討会が令和七

年九月二十四日に取りまとめた「障害者の地域生活支援も踏まえた障害者支援施設の在り方

に関するこれまでの議論のまとめ」における障害者支援施設に求められる役割・機能、ある

べき姿の①利用者の意思・希望の尊重（本人の意思・希望が尊重される意思決定支援の推進

等）、②地域移行を支援する機能（地域と連携した動機付け支援や地域移行の意向確認等）、

③地域生活を支えるセーフティネット機能（緊急時や災害時における地域の拠点としての活

用等）、④入所者への専門的支援や生活環境の向上（強度行動障害の状態にある者や医療的

ケアが必要な者などへの専門的支援、居室の個室化、ユニット化、日中活動の場と住まいの

場との分離等）に取り組むことが求められることに留意する。

特に、地域移行等意向確認等に関する指針に従い、本人の意思が適切に確認されることが

重要であり、別表第一の十一に掲げる活動指標を明確にし、積極的に取組を推進することが

重要である。

なお、障害者支援施設の整備に当たっては、設定する施設入所者数の削減割合の目標値の

達成に向けて整合するものであることが求められる。また、居室は個室を基本とし、生活環

境の向上に向けた取組を進めていく。

さらに、別表第一の四の施設入所支援に掲げる活動指標により、居室の個室化等の状況を

把握し、取組を推進することが望ましい。
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障害者支援施設の在り方についての提言

１．第一種社会福祉事業としての障害者支援施設の在り方について
【現状と課題】
・第一種社会福祉事業である障害者支援施設は、これまで特に支援度の高い利用者の受け入れ及び
支援等において、大きな役割を果たしてきたが、支援度が高い人でも障害者支援施設以外での暮
らしを推進する施策が進められ、グループホーム等でも支援度の高い人たちの暮らしを支援する
体制が整ってきている。このような背景にあって、改めて今の時代に求められる第一種社会福祉
事業としての障害者支援施設のあり方を明確にすることが求められる。

【提 言】
①共生社会の実現を目指す今日においては、まちづくりの一端を担うことが期待される社会福祉法
人が運営する障害者支援施設は、第一種社会福祉事業として、居住支援機能だけでなく地域の福
祉施策推進の中核的役割として、下記の機能を有することを明確にすべきである。

〇支援度の高い人たちの積極的な受け入れ
〇意思決定支援ガイドラインに基づいた
・個別支援計画の作成
・居住選択支援

・継続的な居住支援
・住環境の整備

・本人の望む暮らし
への移行支援

〇地域生活支援拠点等の中核的な役割（※）

・短期入所・緊急時対応・相談支援・社会体験

〇地域の権利擁護の拠点機能
〇地域での専門的人材の養成機能

地域の障害のある人への中核的支援機能居住支援機能・地域移行支援機能

〇地域の事業所等へのスーパーバイズ・コ
ンサルテーション

〇地域の障害者理解と福祉文化の醸成

地域支援機能
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【日本知的障害者福祉協会政策委員会 「居住支援の在り方に関する提言」（令和７年３月）】



障害者支援施設の在り方についての提言

２．住まいの場と日中活動支援の場の在り方について
【現状と課題】
・障害者支援施設に暮らす利用者の日中の活動の場については、施設入所支援と一体的に運営され
る同一建物もしくは同一敷地内の生活介護等を利用するケースが多くを占めているのが現状であ
るが、意思決定支援に基づく選択肢の一つとして、昼夜分離の観点から、住まいの場と異なる場
所でのサービス提供の推進を求める声がある。

・施設入所支援利用者が他事業所の日中活動を利用することが少ない背景として、障害者支援施設
は施設入所支援と生活介護等の一体的な運営を要件としていることが考えられる。
・施設入所支援の報酬単価が十分でないため、生活介護等の時間帯の職員による早番や遅番などの
シフト勤務により、施設入所支援の時間帯の生活支援を行うことで夜間の支援及び経営が成り立
っている現状がある。そのため、施設入所支援利用者が他事業所の日中活動を利用すると、支援
体制や事業運営が維持できない。

・夜勤職員の確保に苦慮しており、人材確保に向けより多くの給与の支払いが必要となっている。
・昼夜分離の促進の手段については、他事業所の利用だけでなく、障害者支援施設が実施する生活
介護等の主たる事業所の敷地外への設置や、従たる事業所の活用も考えられるが、多くは同一敷
地内に主たる事業所があり、また従たる事業所の設置も少ないのが現状である。

・生活介護等の定員についても、最低実施人数（２０人）についてのみ規程されており、施設入所
支援の定員を上回らなければならない等、施設入所支援の定員との関係性に関する規程はないが、
実態として日中活動の定員が施設入所支援の定員を下回る障害者支援施設は見当たらない。

・障害者支援施設が実施する生活介護においては、夜勤等日中の時間帯以外および土日に勤務する
職員も生活支援員等の常勤換算数に含まれるため、体制届上同じ職員配置数でありながら通所型
の生活介護事業所と比べ日中の時間帯の実際の配置職員数が少ないという不均衡が生じているこ
とも指摘されている。
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障害者支援施設の在り方についての提言

２．住まいの場と日中活動支援の在り方について
【提 言】
①日中活動の場の選択肢として、従たる事業所の設置推進とともに、主たる事業所についても施設
入所支援の敷地外に設置することを希望する場合はこれを積極的に認めるべきである。

②主たる事業所の敷地外設置や従たる事業所の設置を推進するため、複数の建物による運営は同一
建物による運営と比べて経費が多く掛かることから、施設入所支援利用者が従たる事業所や敷地
外の主たる事業所に通所する場合であっても、運営が十分担保される報酬設定とすべきである。

③事業者が望む場合であって、利用者の日中活動の場が確実に保証される場合には、他事業所の利
用を推進する観点から日中活動支援の定員が施設入所支援を下回ることも認めるべきである。

④障害者支援施設が行う生活介護については、常勤換算数の算定（日中の時間帯に実際に配置して
いる職員数【下図】）や各種加算など、通所系の生活介護と諸条件を揃えるとともに、施設入所
支援単独で事業が成り立つ職員配置基準及び報酬設定とするべきである。
また現在施設入所支援の報酬に組み込まれている土日の日中の生活支援についても、昼夜を明確
化する観点から、土日の日中の支援を別に基本報酬として設定するべきである。
尚、上記の導入にあたっては一定期間の経過措置を設けるべきである。

（障害者支援施設の施設入所支援と生活介護の職員配置の考え方のイメージ）

夜
勤

夜
勤

早
番 日

勤 遅
番

生活介護の
職員配置

夜
勤

夜
勤

早
番 日

勤 遅
番

生活介護の
職員配置

施設入所支援の
職員配置

施設入所支援の
職員配置
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障害者支援施設の在り方についての提言

３．個室化・生活単位の小規模化について
【現状と課題】
・現状において多床室を有する障害者支援施設が多く存在していることから、個室化や生活単位の
小規模化など、障害者支援施設における生活環境の向上が求められる。

【提 言】
①新設・建て替え・大規模修繕を行う場合には、ニーズがある場合を除き原則個室化とするととも
に、生活単位の小規模化を推奨し、施設整備費補助の優先的採択および補助基準額の増額、小規
模の生活単位における生活支援員等の配置基準の設定と基本報酬の増額等を行うべきである。
②個室化・生活単位の小規模化に関する規模（入所定員）、人員配置、設備、加算単位等について
は、既に制度化されている障害児入所施設における小規模グループケアの仕組みを参考にすると
ともに、同制度の現状を勘案して設定すべきである。

③障害者支援施設の小規模化、生活環境の向上を目的として、サテライト施設を創設すべきである。
・規模等については、②に準ずる。
・一定期間継続後「引き続きサテライト施設として運営」「グループホームに転換」を選択でき
るなど、柔軟な対応ができるようにすべきである。

障害者支援施設

主たる施設

ｻﾃﾗｲﾄ

障害者支援施設

ｻﾃﾗｲﾄ

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

障害者支援施設

主たる＋サテライトの形態を継続
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【日本知的障害者福祉協会政策委員会 「居住支援の在り方に関する提言」（令和７年３月）】



７．社会福祉施設職員等退職手当共済制度の在り方に
関する検討会について
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８．カスタマーハラスメント防止対策について



改正労働施策総合推進法による
カスタマーハラスメント防止対策について（Ⅰ）

65

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律等の一部を改正する法律（以下、「改正労働施策総合推進法」という）」が、

2026（令和8）年10月1日より施行されます。

これにより、カスタマーハラスメント対策が義務化されます。

Ⅰ．事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

Ⅱ．相談体制の整備

Ⅲ．事後の迅速かつ適切な対応

Ⅳ．対応の実効性を確保するために必要なカスタマーハラスメントの抑止のための措置

Ⅴ．そのほか併せて講ずべき措置

【職場におけるカスタマーハラスメントの定義】

【事業主が必ず講じなければならない措置】

※この他、事業主・労働者の責務として努める事項等があります（詳細は、厚生労働省のホームページ

等を参照のこと）

職場において行われる以下の①～③の3要素全てを満たすもの

①顧客等の言動であって、

②その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容され

る範囲を超えたものにより、

③労働者の就業環境が害されるもの



改正労働施策総合推進法による
カスタマーハラスメント防止対策について（Ⅱ）
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特に障害福祉現場におけるカスタマーハラスメントへの対応については、

職員の安全に配慮する必要性は前提としつつ、利用者の障害特性等も考慮しながら行動

に至る背景や利用者の状態等も踏まえて対応することや、対応の結果により利用者の生活

等を阻害することがないよう慎重に対応を検討することが必要です。

（令和8年7月27日付事務連絡：「改正労働施策総合推進法によるカスタマーハラスメント防止

対策に関する周知等について」より抜粋）

同事務連絡においては、以下の3点も補足されています。

「障害福祉の現場におけるハラスメント対策マニュアル」（令和３年度障害者総合福祉推

進事業「障害福祉の現場におけるハラスメントに関する調査研究事業」MS&ADインターリス

ク総研株式会社）を参考にすること

令和8年度障害者総合福祉推進事業において「障害福祉分野におけるカスタマーハラスメン

トに関する調査研究」を実施しており、事例集を周知予定

カスタマーハラスメントの対応に関する障害福祉サービス等の運営基準における扱いについては、

令和９年度報酬改定の議論において検討される予定

カスタマーハラスメントについては業種・業態により態様が異なり、被害の実態や業務の

特性を踏まえた対応が必要であるとされており、特に、障害福祉現場では、以下につい

て留意することが求められています。
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リスクマネジメント委員会において、会員施設・事業所において対応が困難な要求
に関する事例の実態を把握し、職員が安心して利用者支援に専念できる職場環境
の整備等について検討することを目的に令和7年度に調査を実施

施設・事業所における対応困難な要求に関する調査（概要）

【調査対象等】
調査回答者：本会の会員施設・事業所（6,535 件）
対応困難な要求を行った人:利用者の家族・親族、成年後見等代理人、地域住民

【調査基準日】令和7年9月1日

【調査回答数】1,042件

集計結果（抜粋）

運営法人の種別

種別 社会福祉法人 公立 NPO法人 株式会社 その他 合計

回答数 1,005 17 10 6 4 1,042

割合 96.4 1.6 1.0 0.6 0.4 100

日本知的障害者福祉協会として



日本知的障害者福祉協会として
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令和４年度以降から現在（2025.09.01）までの間の施設・事業所における対応困難事例の
発生状況

発生の有無 発生した 発生していない 合計

回答数 281 761 1,042

割合 27.0 73.0 100

発生した対応困難事例の内容（複数選択可）

内容 長時間
の対応

繰り返しの
問い合わ
せ

暴言 暴力
威嚇、
脅迫

立場的な
権威を振り
かざした要
求

インター
ネット上の
名誉棄損

過度な
要求

その他 合計

回答数 137 137 116 9 72 42 3 169 32 717

割合 19.1 19.1 16.2 1.3 10.0 5.9 0.4 23.6 4.5 100



日本知的障害者福祉協会として
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対応困難事例に対応した職員への影響の有無

影響の有無 影響があった 影響はなかった 無回答 合計

回答数 212 64 12 288

割合 73.6 22.2 4.2 100

「職員への影響があった」場合の影響の内容（複数選択可）

影響の
内容

心身の
不調を
訴える
職員が
いた

仕事を
休んだ
職員が
いた

通院や
服薬を
開始し
た職員
がいた

業務の
パフォー
マンス
が低下
した職
員がい
た

業務が
切迫し、
時間外
労働が
生じた

怒りや
不満、
不安を
感じて
いるよう
な職員
がいた

仕事に
対する
意欲が
減退し
た職員
がいた

職場で
のコミュ
ニケー
ションが
減った

退職し
た職員
がいた

その他 合計

回答数 78 18 11 95 92 168 87 5 20 8 582

割合 13.4 3.1 1.9 16.3 15.8 28.9 14.9 0.9 3.4 1.4 100

本調査結果は、日本知的障害者福祉協会の会員ページに掲載しています。
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